障害者自立支援施策の充実に関する意見書
国会では、「障害者自立支援法案」が上程されている。
この法案は、2003(平成15)年4月から施行された支援費制度でのサービス利用者の急増により生じた財源不足の解消と、「今後の障害保健福祉施策について(改革のグランドデザイン案)」に示された厚生労働省の考え方が背景となっている。
この法案では、個別給付に対する国の責任やサービスの一元化などが示される一方で、障害者団体からは、負担増に対する懸念の声が出ているなど、広汎な議論を呼んでいる。
よって国会および政府は、「障害者自立支援法案」の審議に際し、十分な意見聴取により障害者団体およびその家族、関係団体の現状を把握し、今後とも十分な審議を尽くすとともに、障害者自立支援施策の充実を進めることを強く要望する。
以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
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